
（様式１）
公文書の番号等
平成　年　月　日
厚生労働省医政局長　殿


団体・代表者名　印　

（※公印で押印してください。）

平成３０年度　在宅医療関連講師人材養成事業

事業計画書の提出について
標記について、別添のとおり提出する。

団体・代表者　○○○○

所在地　　○○○○

対象とする分野（いずれかに○を付すこと）

１　高齢者を対象とした在宅医療分野
２　小児を対象とした在宅医療分野
３　訪問看護分野
連絡先　所　属

役　職

氏　名

所在地

ＴＥＬ　　△△－△△△△－△△△△（代表）　内線△△△△

ＦＡＸ　　△△－△△△△－△△△△

e-mail　　＊＊＊＊＠＊＊＊＊＊＊＊

（様式２）
在宅医療関連講師人材養成事業計画書
対象とする分野　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	１．事業実施体制について

	（１）組織図（組織図等の添付でも可）
事業の担当部署、補助金の事務処理等を行う経理部門が分かるように、組織図を示してください。

（２）当該事業の主たる担当者

氏名、役職、経歴など、担当者としてふさわしいと考える理由を記載してください。

（３）実施体制（体制図等の添付でも可）
　　　（２）の担当者を含め、当該事業を担当する職員や業務分担が分かるように、体制図、などを示してください。

	２．人材育成研修プログラムの作成について

	別添２評価基準を参考に作成ください

	３．研修の実施、自治体への情報提供について

	別添２評価基準を参考に作成ください

	４．課題の収集、対応策の検討について

	別添２評価基準を参考に作成ください


	５．過去の実績について

	過去に在宅医療に関する研修等を実施している場合、その内容について記載してください。また必要に応じて参考資料を添付してください。



※別葉で事業全体のスケジュールも作成してください。（Ａ４で１枚程度、様式任意。）

ただし、実際の事業スケジュールは、選定後に厚生労働省との協議も踏まえ調整しながら進めていくことになります。
（様式３）

	支出予定額明細書
	
	
	
	

	区　　　　　　　分
	支　　出　　予　　定　　額
	備　　　　　考

	
	員　　数
	単　　価
	金　　額
	

	
	
	円
	円
	

	職員基本給
	
	
	
	

	職員諸手当
	
	
	
	

	非常勤職員手当
	
	
	
	

	諸謝金
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	
	

	借料及び損料

会議費

社会保険料
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	


※作成にあたっては、公募要領８（本事業に係る委託費の交付について）に留意してください。
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